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京大東アジアセンターニュースレター   第 374 号












  主催：京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター・国際シンポジウム 
     北東アジア研究交流ネットワーク（NEASE-Net）・第 6 回フォーラム 





時  間： 7 月 11 日(月）14：00～18：30 
会 場：京都大学吉田キャンパス構内時計台 2 階 国際交流ホールⅡ･Ⅲ 
   
開会挨拶：14：00～14：15（約 15 分） 
吉川潔（ 京都大学理事・副学長）                               
谷口誠（北東アジア研究交流ネットワーク代表幹事）              
 
第 1 部：基調講演 14：15~15：45（約 90 分） 
 
講演者：寺島実郎（三井物産戦略研究所会長・ 
                  （財）日本総合研究所理事長・多摩大学学長）       
「大震災後の日本―アジアダイナミズムを視界に入れて」                    
 
講演者：李光輝（中国商務部国際貿易研究院アジア研究所所長)    
「北東アジア地域経済協力の強化と各国の経済発展の促進」 
 




(休憩 10 分） 
 
第 2 部：パネルディスカッション 15：55~17：10（約 75 分） 
１．問題提起  
報告１：谷口誠（北東アジア研究交流ネットワーク代表幹事・ 
元国連大使・前岩手県立大学学長）           








「TPP か日中韓 FTA か－日本の成長戦略の観点から－」  
報告４：玉佑錫(韓国仁川大学東北亜経済通商大学校副教授） 
「東アジア地域共同体の動因：EU 経験の意味」 (通訳込) 
      報告５：岡田憲夫（京都大学防災研究所教授） 
       「グローバル社会の総合防災戦略と東アジア地域の連携」 
      報告６：植田和弘（京都大学大学院経済学経済科教授）  
「震災復興と東アジアの持続可能な発展」  
 
  司会：吉田 進（NEASE-Net 副代表幹事 ERINA 名誉理事長） 
 
（休憩 5 分） 
 
２．総合セッション  17：15~18：15（約 60 分） 







会員、学生は無料、その他の方は会費 2000 円となります。) 
 
申 込 書 
シンポジウム／フォーラム参加ご希望の方は 7 月 5 日（火）までに下記の項目にご記入の上、京大東アジア経済研究セン
ター協力会事務局・小林拓磨までお申し込みください。すでに参加の申し込みをされた方は再度申し込む必要はございませ
ん。なお、会場の制約から、先着 120 名までとさせていただきます。 
申込先： email:  shkyoryokukai@yahoo.co.jp  /  Fax: 075-753-3469 
 
■氏名：               ■所属：                    
■Tel：                      ■email：                               
 
■懇親会：  ①参加     ②不参加 
 

























201１年７月 23 日(土) 13 時 
京都大学東京オフィス (品川インターシティ A 棟 27 階) 
 
総合司会 京都大学経済学部特任教授/京都大学東アジア経済研究センター協力会理事/京都大学経済学部同窓会東京支部常任理事 宇野 輝 
 
13:00-13:20 
挨拶 京都大学大学院東アジア経済研究センター長 劉 徳強 
東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター 新宅 純二郎   
13:20-14:20 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  新興国における小型車･低価格車セグメントの構造 
      ―全体テーマと報告構成―  
14:20-15:00 
エイムス ディレクター  菊地 捷  低速電気自動車の社会的役割と市場の可能性   
休息   
15:20-16:00 
東京大学社会科学研究所 教授 田島 俊雄 「汽車下郷」と中国的農用車・微型車の命運 
      ―日本的｢軽自動車｣の再検討―  
16:00-16:30 
inforBRIDGE 社長   繁田 奈歩 小型車中心のインド自動車市場 






司会 京都大学東アジア経済研究センター協力会/京都大学経済学部同窓会東京支部常任理事 河毛正志 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会理事/京都大学経済学部同窓会東京支部常任理事 坂本典之 














  時 間： 2011 年 7 月 12 日(火)  16：30－18：00   （注意：日程変更） 
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3 階第 3 教室 
  報告者： 稲田光朗（京都大学大学院経済学研究科博士後期課程）・ 
       手島健介（メキシコ自治工科大学 assistant professor）と共著 
テーマ： 中国における FDI の産業成長に与える影響 
      －外資参入規制変化を事例に－ 
 
＊報告者から一言： 
  「対中投資の規制リスト「外商投資産業指導目録」の分析をしております。中国における企業実務に 







前期：4 月 19 日（火）、 5 月 17 日（火）、 6 月 21 日（火）、7 月 12 日(火) 



































・政体：連邦共和制  議会制度：２院政 
・元首：ジウマ・ヴァーナ・ルセフ大統領（２０１１年１月就任） 






























































買されていた。            
それらの物品は、ブラジルの港からスルーでパラグァイのエステ市へ渡り、

















く植えられ、他にトマト栽培などが手がけられている。                          





































































































※上記は、「TACT 経営研究会 ブラジル経済事情視察研修旅行」（６／０６～１５：総勢１１名）の参加報告書である。 






















































































りと見せつけら《連雲港市贛楡県の徐福廟》  れた。 






県の藤沢市、東京都の八丈島・北区王子、秋田県の男鹿市、青森県の小泊村、北海道の富良野市などがあげられる。      







































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年             
1 月    4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
